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念されている．図 1.1.2 に橋長 2m以上の橋梁の建設年度別施設数を示す．約 40 年前の 1970
年代をピークとした分布となっており，橋梁の高齢化が進んでいることがわかる． 
図 1.1.3 に，50 年以上経過した鉄道を除く代表的な社会資本の割合を示す．橋長 2m以
上の道路橋では 2012 年 3 月現在で約 16％であるのに対し，20 年後には４倍弱の 65％に達
するとされている．社会資本の高齢化に伴って維持管理・更新費用も増加するため，道路，
治水，下水道，港湾など 10 分野（高速道路や上水道などを除く）の 2013 年度の維持管理・




図 1.1.3 50 年以上経過した代表的な社会資本の割合15) 
道路橋 トンネル 河川管理施設 港湾岸壁
（橋長2m以上） （国管理の水門等） （水深-4.5m以深）
2012年3月 16% 18% 24% 7%
2022年3月 40% 31% 40% 29%
2032年3月 65% 47% 62% 56%
図 1.1.2 建設年度別施設数13) 











が不足しているとの回答が最も多かった17)とされている．2013 年 4 月現在，通行止め規制
















































クリート用棒鋼は 1925 年に制定された構造用圧延鋼材においてSSC39 として規定された
のが始まりであり，これが使用されているとするならば現在のSR235 にほぼ相当する27)と
考えられる．骨材の反応性試験については，近畿地方 78，四国地方 18，中国地方 2，東北
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 今日では，アルカリシリカ反応は世界各国で報告されている．2012 年に開催された第 14
回アルカリ骨材反応に関する国際会議（International Conference on Alkali-Aggregate Reaction 
in Concrete）では，世界 24 ヵ国から約 130 件の発表が行われた40)41)．1984 年の川村42)によ

























 ① 実構造物や供試体の載荷試験43)等により構造物の安全性能を確認する． 
 ② 表面保護工法により，アルカリシリカ反応の進行抑制を図る． 
 ③ 次に示すアルカリシリカ反応を生じた構造物に特化した点検を定期的に実施し，構
造物の中長期的な変化を把握する． 
  ・構造物の表面ひずみ 
  ・ひび割れ（幅，長さ，密度，深さ，発生位置） 
  ・超音波伝搬速度 
  ・水分量 
  ・圧縮強度，静弾性係数，膨張量（採取コアの試験） 
  ・その他 


































を以下に示すとともに，構成を図 1.3.1 に示す． 
 第１章 序論 では，本研究の背景，目的，構成について述べた． 
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図 2.1.3 20℃と 40℃における反応曲線と膨張曲線の比較 7) 
図 2.1.1 アルカリシリカ反応性
から区分した日本の地質 4) 
図 2.1.2 反応性のある骨材の分布 5) 





にくくなる 7)とされている．図 2.1.4 に，Lenznerら9)が行ったオパール質砂岩からなるモ
ルタルの膨張に与える湿度の影響に関する実験結果を示す．再調整と付記された曲線は，











図 2.1.4 環境湿度がモルタルの膨張挙動に及ぼす影響 7) 
 アルカリシリカ反応は温度による影響も受ける．Beltaneオパールを用いたDiamondの実
験によれば，20℃と 40℃の 2 種類の温度で養生したモルタル供試体の膨張は，最終的には
20℃で養生した供試体が 40℃で養生した供試体を上回るものの，材令初期では 40℃で養生
した供試体の方が大きな膨張を示した（図 2.1.3 参照）．古銅輝石安山岩を用いた中野ら10)






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 2.2.1 アルカリシリカ反応抑制対策の主な経緯 
年 内容 
1984  建設省 技術調査室 通達「土木工事にかかるコンクリート用骨材の取り扱いについて」 
 ・アルカリ骨材反応でひび割れを生じた構造物に対しては遮水措置をとる． 
 ・過去にアルカリシリカ反応を生じたと思われる骨材に対しては ASTM の試験をして確認
する． 












JIS R 5210「ポルトランドセメント」 
 ・低アルカリ型が規定される． 
1989 建設省 技術調査室 通達「アルカリ骨材反応抑制対策について」 
 ・「アルカリ骨材反応暫定対策について」の通達のうち，抑制効果のある混合セメント等の
使用に関する記述と，化学法およびモルタルバー法の試験方法が小改訂される． 
JIS A 5308「レデーミクストコンクリート」 
 ・アルカリシリカ反応対策関係の記述が修正される． 
1990 建設省 技術調査室 通達「コンクリート構造物に使用する普通ポルトランドセメントについ
て」 
 ・全アルカリ量の上限が 0.75%と規定される． 
1992 JIS A 1804「コンクリートの生産工程管理用試験方法－骨材のアルカリシリカ反応性試験方
法（迅速法）」 















などにより，アルカリシリカ反応を抑制する対策である．JIS A 5308 では，本対策を適用
する場合，混和剤や流動化剤，骨材に含まれるアルカリを考慮したアルカリ総量をNa2Oeq
で 3.0kg/m3 以下にすることとされている． 
②抑制効果のある混合セメントなどの使用 


















リカ反応を抑制する対策である．JIS A 5308 では，骨材のアルカリシリカ反応性試験（化
学法またはモルタルバー法）により判定する．化学法（JIS A 1145）は調製した骨材を 80
±1℃の 1mol/L水酸化ナトリウム溶液中に 24 時間浸せきさせ，溶液中のアルカリ濃度減少
量と溶融シリカ量から反応性を評価する方法である．モルタルバー法（JIS A 1146）は，セ
メントの全アルカリがNa2Oeqで 1.2％になるよう調整した 40×40×160mmのモルタルバー
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1986 年 6 月の通達「アルカリ骨材反応暫定対策について」では，示された 4 種類の抑制



















































表 2.2.2 補修に期待する効果と工法の例 
 
 
 (1) 表面保護工法による膨張抑制 
表面保護工法によるアルカリシリカ反応の抑制は，阪神高速道路公団（当時）と日本材
料学会での検討や建設省総合技術開発プロジェクト「コンクリートの耐久性向上技術の開

































適用効果  △  △  △  △  
表 2.2.4 アルカリシリカ反応に対する無機系被覆工法の適用効果 42) 
 単層による塗装工法  複層による塗装工法  
柔軟型  標準型  柔軟型  標準型  
適用効果  △  適用外  △  △  




けい酸リチウム系  けい酸ナトリウム系  
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表 2.2.6 コンクリート構造物の表面保護工便覧（案）・同解説で規定された品質基準 
 
シラン系の表面含浸材をはじめ，多くの表面保護工法は供試体実験などでは優れた結果











































































ある．JCI-DD2 に関する課題については 2.1.2 で既に述べたが，劣化予測という観点から











図 2.2.3 損傷程度による膨張率の 
    相違59) 













































































































る劣化を考える．また，各種点検項目の有効性について検討する（第 3 章）．  
② 主たる対策である表面保護工法について，供試体実験における優れた膨張抑止効果
と実構造物における「再劣化」の差違を明らかにし，実構造物への適切な適用につ
いて検討する（第 4 章）． 
③ 供試体実験において優れた膨張抑止効果を示したシラン系表面含浸材について，含
浸性状と膨張抑制効果の関係を明らかにするとともに，現場での施工確認を念頭に
置いた含浸性状の評価方法について検討する（第 5 章）． 
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図 3.1.2 鉄筋破断を前提とした維持管理のための分類 
 




























図 3.1.3 ＡＳＲの橋脚の維持管理フローと外観劣化度の定義2) 

























図 3.1.3 ＡＳＲの橋脚の維持管理フローと外観劣化度の定義（つづき） 
また，近年ではさらに対象が広げられ，⑦RC橋脚では 0.3mm以上のひび割れが 30m以上，




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































造物表面に大きなひび割れが発生していた．ひび割れ幅は，1 回目の補修から 2 回目の補










































竣工後約 29 年経過（2 回目の補修から約 7 
年経過）した時点の状況 
図 3.2.3 梁端部におけるひび割れ発生状況 
 図 3.2.4 に，当該橋脚のひび割れ状況図を示す．表面保護工法による補修は 1 段目と 2
段目の間，そして，3 段目と 4 段目の間に実施されている．図 3.2.4 に示す様にひび割れ
状況を時系列に整理しても梁先端部におけるひび割れ幅の特異性を即座に認識することは
難しく，表面保護工法による補修履歴や各部位のひび割れ幅を勘案することによって初め
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図 3.2.5 表面ひずみの測定方法 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































竣工後約 20 年 
 











 図 3.2.16，3.2.17 に，表面ひずみの測線配置とその結果を示す．梁側面の水平方向のひ
ずみ A は，PC 鋼材の拘束を受けるため小さい．一方，同じく水平方向の B のひずみは小
さな値となっているが，これは前述したひび割れの影響もあって PC 鋼材の影響は大きく
なく，むしろ柱主鉄筋の影響を受けた結果であると考えられる．また，梁側面鉛直方向の
ひずみ C,  D は同様の理由により，D が C よりも小さなひずみを示している．なお，測線 
A は一部期間を除いて膨張側の値を示していることから，竣工後約 10 年までの変化は不
明であるものの，少なくとも竣工後 10 年以後はアルカリシリカ反応によるプレストレスの
減少は無いと判断できる． 
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竣工後約 7 年 






















図 3.2.21 橋脚の損傷状況（梁部側面） 
 
(3) 構造物の表面ひずみによる評価 











































































































図 3.2.25 超音波伝播速度の分布（柱主鉄筋の影響） 



































































































































(2) 阪神高速道路における ASR 橋脚のマクロ分析 
阪神高速の ASR 橋脚について分析を行い，次のような特徴を把握するとともに，今後の
維持管理に当たっての方針を検討した． 
① ASR 橋脚は，1990 年代までに竣工したコンクリート橋脚のうち，約 2.4%であった．
この値は，他の研究事例における近畿地方整備局管内の値と比べて高い． 
② PC 構造と RC 構造の比較では，前者の方が ASR 橋脚の発生率が高い． 
 ③ ASR 橋脚の発生率は工事ごとに偏りがあり，工事の単位に着目した分析が有効であ
る． 
































なお，⑤表面保護工法の膨張抑制効果に関しては，第 4 章で検討する． 
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 小型供試体の配合を表 4.1.1 に示す．反応性骨材としては粗骨材に化学法でSc=650，
Rc=220 の無害でない（潜在的有害）と判定された古銅輝石安山岩を用いるとともに，膨張
率が 0.2～0.3%となるよう塩化ナトリウムを添加して総アルカリ量を 9kg/m3 とした．供試
体寸法は 100×100×400mmとし，成型後 28 日までは 40℃，R.H.100％の環境で促進養生し
た後，表 4.1.2 に示す表面保護工法を各メーカーの仕様に従って施工した．  
表 4.1.1 小型供試体の配合 
 





た全 12 種類について各 3 体を作成した．表面保護工法を施した 10 種類についてはＨを除



















水 ｾﾒﾝﾄ 細骨材 粗骨材
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ン吸着）と，I（亜硝酸リチウム+シラン）は，表面保護工法に加えて注入孔からの注入を
行っている．この 2 種類を除く他の 8 種類の表面保護工法は暴露開始（1992 年）当時の「コ
ンクリート構造物の表面保護工便覧（案）・同解説」のF種に適合した表面保護工法である． 



















工　程 使用材料 使用量 使用材料 使用量 使用材料 使用量 使用材料 使用量 使用材料 使用量
ﾌﾟﾗｲﾏｰ ＰＣＭ 0.16 ウレタン 0.17 － エポキシ 0.10 ＰＣＭ
パ　テ ＰＣＭ 0.41 ウレタン 0.29 － エポキシ 0.30 ＰＣＭ
下　塗 － － － － －
下　塗 － － － － シラン系発水材
中　塗 ＰＣＭ 0.61 ウレタン 0.25 ｴﾎﾟｷｼ変性ｼﾘｺﾝ 0.40 柔軟型エポキシ 0.35 柔軟型エポキシ
中　塗 － ウレタン 0.25 ｴﾎﾟｷｼ変性ｼﾘｺﾝ 0.20 柔軟型エポキシ 0.35 －
中　塗 － － － 柔軟型エポキシ 0.35 －
上　塗 ＰＣＭ 0.31 ｱｸﾘﾙｳﾚﾀﾝ 0.18 ＰＣＭ(ｱｸﾘﾙ) 1.00 柔軟型ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ 0.13 柔軟型ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ 0.10




表面含水率 10.3～11.2 9.5～10.0 10.1～10.8 11.2～11.6
工　程 使用材料 使用量 使用材料 使用量 使用材料 使用量 使用材料 使用量 使用材料 使用量
ﾌﾟﾗｲﾏｰ エポキシ 0.15 － 穿孔 穿孔 －
パ　テ ウレタン 0.30 － （８本／１本） （４本／１本） －
下　塗 － シラン系発水材 0.12 ＰＣＭ（注入） 0.10 亜硝酸ﾘﾁｳﾑ(注入) 0.23 シラン系発水材 0.20
下　塗 － シラン系発水材 0.12 － 亜硝酸リチウム 0.09 －
中　塗 ウレタン 1.20 ＰＣＭ（ｱｸﾘﾙ） 0.70 － ＰＣＭ 2.00 ＰＣＭ（ｱｸﾘﾙ） 1.20
中　塗 － ＰＣＭ（ｱｸﾘﾙ） 0.70 － － ＰＣＭ（ｱｸﾘﾙ） 1.10
中　塗 － ＰＣＭ（ｱｸﾘﾙ） 0.70 － － －
上　塗 ｱｸﾘﾙｳﾚﾀﾝ 0.12 アクリル 0.10 シラン系発水材 0.10 シラン系発水材 0.20 アクリル 0.10
上　塗 － アクリル 0.10 － シラン系発水材 0.15 アクリル 0.10
註１：記号Ａ～ＧおよびＪは阪神公団表面保護工Ｆ種適合仕様           註2：材料使用量の単位は，kg/m2
ASRの化学的抑制 発水性・柔軟性









PCM（ｱｸﾘﾙｴﾎﾟｷｼ複合型） ポリブタジエン 変成シリコン＋ＰＣＭ 柔軟型エポキシ

























































































































































































































































































 供試体の配合を表 4.2.1 に，使用材料を表 4.2.2 に示す．配合は，過去の実績から顕著
な膨張特性を示すことが確認されているものを使用した．反応性骨材としては北海道産の
安山岩粗骨材を使用し，非反応性粗骨材との混合比率は 6:4 とした．等価アルカリ量（R2O
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 供試体の作成手順を，図 4.2.2 に示す．供試体は打設翌日に脱型し，向かい合う 2 つの
側面と上面（補修面）に水中硬化型エポキシ樹脂パテ状接着を用いて膨張率測定用標点を
貼り付けた（図 4.2.1 参照）．標点の貼り付けは打設翌日，翌々日の 2 日間で行い，膨張率










図 4.2.2 供試体作成手順 
 基長を測定した後，40℃，95％R.H.以上の環境で，上面（補修面）における直行する 2
方向の平均膨張率が目標の値，0.05%，0.15%となるまで促進膨張させた．目標膨張率 0.05％
の供試体（以下，「0.05%供試体」と言う）は 5 週で 8 本を選定し，残りの供試体は継続し
て促進膨張させた．目標膨張率 0.15％（以下，「0.15%供試体」と言う）では一部の供試体




























 0.05% / 無補修 / 雨掛無 屋根下(雨掛無) ○ ○ － ○
 0.05% / 無補修 / 雨掛有 ○ ○ － ○
 0.05% / シラン / 雨掛有  シラン系表面含浸材含浸 ○ ○ － ○
 0.05% / 亜硝酸リチウム / 雨掛有  亜硝酸リチウム内部圧入 ○ ○ － ○
 0.15% / 無補修 / 雨掛無 屋根下(雨掛無) ○ ○ １体 ○
 0.15% / 無補修 / 雨掛有 ○ ○ １体 ○
 0.15% / シラン / 雨掛有  シラン系表面含浸材含浸 ○ ○ １体 ○
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際には，供試体間で膨張率，ひび割れ状況に大きな差異が無いよう留意した．供試体表面
の変状は，膨張率が概ね 0.05%に達した 5 週の時点で全ての供試体でひび割れの発生が確
認され，一部の供試体には白色析出物が見られた．その後，膨張率が 0.15%に達する 7 週
までにひび割れは増加し，白色析出物も多くの供試体で見られた． 








とし，上面（補修面）から 100，200，300，400，500mmの位置に直径 10 mm×深さ 100mm
の孔を穿孔し圧入した．亜硝酸リチウム水溶液の圧入量は，ナトリウムイオンとリチウム










た．0.05％供試体は 2008 年 2 月下旬より，0.15%供試体は同年 3 月中旬より屋外暴露を開
始し，各々78 週（約 1 年半）まで屋外暴露を継続した．屋外暴露開始時における各供試体
の膨張率は，0.05%供試体で 0.033～0.087%，0.15%供試体で 0.139～0.168%，各条件 2 供試
体の平均値では 0.05%供試体で 0.047～0.069%，0.15%供試体で 0.142～0.163%であった． 
供試体は補修面を上向きに設置し（図 4.2.3 参照），[無補修/雨掛無] は屋根の下に設置


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  c) [無補修/雨掛無] 供試体（図 4.2.17 1 段目参照） 
 78 週間の屋外暴露で，0.05%供試体，0.15%供試体とも，屋外暴露開始から最大で約 0.2%
の膨張率増加となった．0.05%供試体の方が残存膨張力は大きいと考えられるが，屋外暴
露による膨張率の変化に大きな差は生じていない．また，0.15%供試体の上面と 50mm位置
では，暴露開始後 65 週頃の 6～7 月にかけて膨張率のピークが生じており，前述の相対湿
度のピーク（図 4.2.9 参照）と符合する． 
  d) [シラン/雨掛有] 供試体（図 4.2.17 2 段目参照） 









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  a) シラン系表面含浸材 
 本実験の条件下では，シラン系表面含浸材の水分低減効果および膨張抑制効果は表面か
ら深くなるに従い減少し，その範囲は 200～250mm程度であった（図 4.2.14，図 4.2.21
参照）．相対湿度（図 4.2.13 参照），質量変化率（図 4.2.15，図 4.2.16 参照），膨張性状







































暴露期間：本実験は 78 週，約 1 年半と期間が短く，さらに長期に渡る観察が必要である． 
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図 5.1.1 示差熱分析装置の構成の一例6) 
Ts:試料の温度，Tr:基準物質の温度，  
ΔT:試料と基準物質との温度差  
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① φ100×200mmの容器に，水セメント比 50％のセメントペーストを打設する． 
② 24 時間後に脱型し，6 日間 20℃で水中養生する． 
③ 21 日間，20℃，60％RHで気中養生する． 
(2) 試料の作成 
 セメントペースト供試体を 20mm程度の厚さに切断後，ハンマーでたたいて粉末化した．
次に，セメントペースト粉末とシラン系表面含浸材を 1:0.2，1:0.5，1:1，1:2 の 4 種類の質
量比率で混合し，乾燥させた．シラン系表面含浸材は，第 4 章の実験でG仕様として用い
たものと同じものを用いた．その仕様を表 5.1.1 に再掲する． 
表5.1.1 シラン系表面含浸材の仕様 
 
混合比 1:0.2 および 1:0.5 の試料は自然乾燥が可能であったが，混合比 1:1 および 1:2 の
試料は強制乾燥が必要であったため，60℃の乾燥機で 3 日間乾燥させた．混合比 1:1 の試
料はダマ状ではあるものの乾燥させることができたが，混合比 1:2 の試料は図 5.1.10 に示
すように液体が残った．このため，混合比 1:2 は分析対象とはせず，代わりに混合比 1:0.1
の試料を作成した．次に，乳鉢で粒状の粒子が無くなるまですりつぶし，示差熱分析用の
試料とした．示差熱分析は表 5.1.2 に示す仕様の分析装置を用いて，混合比毎に 3 試料を
分析した．試料は 30mgを電子天秤で計り取り，昇温速度は 10℃/分で示差熱分析を実施し
た． 






制御用熱電対 R (JIS C 1602)













































図 5.1.10 乾燥後の試料の状態 
5.1.3 実験結果と考察 
 各混合比の試料について 3 試料ずつ実施した示差熱分析の結果を，図 5.1.11～5.1.14
に示す．混合比 1:0.2 では図 5.1.12 の上段に示す試料の発熱ピークが他の試料に比べて小
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表 5.1.3 に，図 5.1.11～5.1.14 で得られた各混合比の発熱ピーク温度の一覧を示す．混
合比 1:0.1 および 1:0.2 の試料は，330℃付近に発熱ピークが 1 つだけ生じた．一方，混合









ころ，図 5.1.15 に示すように 240℃付近に発熱ピークが生じた．これは，混合比 1:0.5 お
よび 1:1 の試料で生じた低温側の発熱ピーク温度とほぼ一致する．  
 
図 5.1.15 シラン系表面含浸材単独の示差熱分析結果 
 
 混合比
326.8 325.8 362.7 371.9
327.9 332.9 314.6 373.0
330.4 325.5 311.7 370.8
- - 255.7 240.9
- - 251.5 239.5
- - 250.0 240.2
 低温側
 発熱ピーク温度（℃） - - [ 252.4 ] [ 240.2 ]
1:0.1 1:0.2 1:0.5 1:1
 高温側

















































































































































































② 促進膨張（40℃，RH100%で 28 日） 
③ 表面保護工法の施工（その後，④7 日間の気乾養生） 
⑤ 屋外暴露（約 5 年） 
⑥ 塗膜の除去（上塗・中塗のみ） 
⑦ 屋外暴露（約 9 年） 
第 4 章の範囲 
⑨ 1 次研磨 
 
⑩ 側面のシールと測定ポイントの設置 
⑪ 屋外暴露（7 週）→⑫膨張率測定（JCI-DD2 に準拠した検長 50mmでの測定） 
⑬ 2 次研磨と試料採取→⑭ 示差熱分析 
⑮ 屋外暴露→⑯膨張率測定（JCI-DD2 に準拠した検長 50mmでの測定およびハイトゲージでの測定） 













コア① - 4.0mm 4.0mm
コア② 2.0mm - 2.0mm
コア③ 0.5mm 3.5mm 3.0mm
コア④ 1.0mm 4.0mm 5.0mm
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本実験に用いた供試体は 4.1.1 で述べた供試体の内，G仕様（シラン＋PCM）を施工し
た後に屋外暴露を約 5 年間継続し，塗膜除去後に再度約 9 年間屋外暴露を行った供試体で
ある．表 5.2.1 に，供試体コンクリートの配合を再掲する．反応性骨材は粗骨材に古銅輝
石安山岩を用いるとともに，膨張率が 0.2～0.3%となるよう塩化ナトリウムを添加して総
アルカリ量を 9kg/m3 とした配合である．表 5.2.2 に使用したシラン系表面含浸材とポリマ
ーセメントモルタルを用いた表面保護工法の仕様を再掲する． 
表 5.2.1 供試体の配合 
 
表 5.2.2 表面保護工法の仕様 
 





































2.0 3.0 4.0 5.0 1次 2次 計 (上下計)
コア① ● ● ● - 4.0 4.0 6
コア② ● 2.0 - 2.0 2
コア③ ● ● 0.5 3.5 3.0 4












































































































































低い値を示した．また，図中の【参考②】は，同じく第 4 章の実験で使用した表 4.1.2 に
2.0mm 3.0mm 4.0mm 5.0mm
上面 336.4 337.9 337.3 -
下面 335.8 330.9 351.3 -
平均 336.1 334.4 344.3 -
上面 337.5 - - -
下面 337.6 - - -
平均 337.6 - - -
上面 336.2 341.9 - -
下面 360.9 349.8 - -
平均 348.6 345.9 - -
上面 348.7 341.0 328.7 359.1
下面 347.3 343.8 352.5 329.0
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5.3 まとめ 
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することもなく維持管理上のデメリットも生じない．JIS A 5308 を満足していてもアルカ



























第 6 章の参考文献 





















































り組むべき具体的な課題を，次の 3 項目とした． 
(1) 阪神高速道路におけるマクロ分析や詳細調査の結果から劣化の実態を明らかにすると
ともに，各種点検項目の有効性について検討する（第 3 章）． 
(2) これまでの維持管理の中心であった表面保護工法について，その膨張抑止効果と適切
な適用について検討する（第 4 章）． 
(3) シラン系表面含浸材の含浸性状と膨張抑制効果の関係や含浸性状の評価方法について
検討する（第 5 章）． 








(1) ASR 橋脚の発生率は，1990 年代までに竣工したコンクリート橋脚のうち約 2.4%であり， 
PC 構造と RC 構造の比較では，前者の方が発生率が高い． 
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第 6 章 アルカリシリカ反応を生じた道路橋橋脚における維持管理のシナリオデザイン 
では，第 5 章までの検討を踏まえ，アルカリシリカ反応を生じた道路橋橋脚の合理的な維
持管理を実現するための視点を次の 6 項目にまとめた． 
(1) 鉄筋破断をさせない維持管理：都市高速道路の道路橋橋脚を対象とした場合は，鉄筋
破断を生じさせない維持管理を基本とするべきである．これは，コンクリート標準示方
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